
 

香川働き方改革推進基本方針  

-「すべてのひとが活き活きと働くかがわを目指して」- 

 

平成27年１月20日 

香川働き方改革推進本部 

 

香川県内においては、雇用情勢は着実に改善しつつあるものの、少子高齢化

の進行による生産年齢人口の減少や県外への人口流出などにより、労働力需給

は逼迫しており、特に今後ますます需要の拡大が見込まれる介護や保育といっ

た社会保障分野や建設分野について、構造的な人材不足問題が深刻化している

状況である。 

また、女性の活躍促進に関してはポジティブ・アクションに取り組んでいる

企業が４割を超えているものの、育児休業取得は女性が圧倒的に多数を占めて

いる現状もあって、半数を超える企業が女性の活躍を推進する上で「家庭責任

を考慮する必要がある」を問題点と考えているなど、女性が活躍できる環境を

構築するには課題も多い。 

さらに、年間総実労働時間は、全国平均に比べ長くなっており、脳・心臓疾

患及び精神障害に係る労災請求件数は増加傾向にあることからも、長時間労働

対策を含む、働き方の見直しが喫緊かつ重要な課題となっている。 

香川労働局及び各労働基準監督署では、法違反の疑いのある企業等に対する

監督指導を行うとともに、「仕事と生活の調和」の取組等を行ってきたところ

であるが、個々の企業において、労使の話し合いを通じて、所定外労働時間の

削減、年次有給休暇の取得促進など、従来の働き方を見直す「働き方改革」を

進めていくことが一層求められている。 

こうした状況から、「香川働き方改革推進本部」では、香川労働局、香川県、

労使団体等が連携した取組を実施することを通じて、「まち・ひと・しごと創

生法」（平成26年法律第136号）に基づく「地方創生」につなげること、すな

わち、 

①  働きやすい・働きがいのある職場づくりのための取組を積極的に進める
こと 

②  女性の活躍や男女ともに子育てと就労を両立させる働き方を推進する
こと 

③  仕事と生活の調和を図ることができる環境を整備すること  
などにより、香川の現状をより改善させるとともに、人口の県外流出を防ぎ、

地元に優秀な人材を就職・定着させ、もって香川県の発展につなげることを目

指す。 

 

１ 関係団体（市町含む）への協力要請【香川労働局・香川県】 

 

団体の幹部を、香川労働局長等が訪問し、長時間労働の抑制や年次有給休

暇の取得促進などの働き方・休み方の見直しに向けた、団体自らの取組、傘



 

下企業等への周知広報、厚生労働省の「働き方・休み方改善ポータルサイト」

（以下「ポータルサイト」という。）の周知等に対する協力の要請を行う。 

また、会員が多数参加する会合等の情報を香川働き方改革推進本部（以下

「本部」という。）に集約の上、計画的かつ効果的に実施する。 

 

２ 企業トップへの働きかけ【香川労働局・香川県】 

 

(1)  地域における波及効果が高いと見込まれる企業 
管内に本社機能を有する主要な企業を香川労働局長等が訪問し、各企業

の実情に応じた長時間労働の抑制や年次有給休暇の取得促進を始めとする

働き方の見直しに取り組むよう働きかける。各企業における取組内容をポ

ータルサイトや労働局等のホームページを介し情報発信することについて、

協力を依頼する。 

(2)  他の模範となるような働き方改革を実現している先進的な企業 
本部において情報を集約の上、香川労働局長等が計画的に訪問し、他の

企業に参考となるような先進的な取組事例等をポータルサイトや労働局等

のホームページを介し情報発信することについて、協力を依頼する。 

 

３ 情報の収集【本部】 

 

(1)   働き方改革を進めるための認識の共有を図るべく、香川県内の労働時間の
状況、年次有給休暇の取得状況、有効求人倍率等の情報を収集し、全国平均

や他の地域の指標と比較するなどの分析を行う。 

(2)   県内企業がホームページ等で公表している情報等から、時間外労働時間数
や年次有給休暇の取得状況のほか、雇用管理に関する社内制度（特別な休暇、

在宅勤務、転勤等の勤務条件など）の状況を把握する。 

 

４  情報の発信【本部】 

 

(1) 地域全体の気運の醸成につなげるべく、団体が発信するメッセージ等を本

部において集約し、広報紙やホームページ等を通じて情報発信する。 

(2) 訪問企業における取組内容等について、ポータルサイトや労働局等のホー

ムページに掲載するなど、情報発信に努める。既に長時間労働の抑制や年次

有給休暇の取得促進に積極的に取り組んでいる企業についても、同様に情報

発信を行う。 

(3) 各種セミナー・会合等あらゆる機会を捉え、働き方改革の取組について周

知するとともに、報道機関を通じた広報にも積極的に取り組む。 


